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研究成果の概要（和文）：　本科研では，法的規制を市場の機能に対する補正手段と捉えるという視点から，その手法
のあり方を法分野横断的に検討することを目的として，競争法・労働法・社会保障法・知的財産法などの法領域におけ
る市場と規制との関係調整の方途を，法経連携の手法を応用しながら分析するとともに，総合的分析方法としての「エ
コノリーガル・スタディーズ」の確立に向けた共同研究を進め，その結果として，多くの著書・論文の形で成果を示す
とともに，国際的な展開へと結びつけることに成功した。

研究成果の概要（英文）：This research project aimed at analyzing the effectiveness of various modes of 
economic and social regulation of markets in the fields of competition law/ intellectual property law/ 
labour law and social security law from the “Econo-Legal” point of view. Main results of the project 
can be summarised as follows: first, interdisciplinary analyses of the functions and limits of diverse 
forms of regulation have dramatically progressed; secondly, results and findings of those analyses have 
been widely published via various books and articles including path breaking book “Econo-Legal Studies; 
Thinking through Lenses of Economics and Law”; Thirdly, Econo-Legal perspective has successfully 
established the world-wide research network between Kobe, Japan and Leuven (Belgium)/ Hamburg (Germany) / 
Shanghai (China)/ Kuala Lumpur (Malaysia) through the collaborative research activities based on this 
project.

研究分野：社会科学
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１．研究開始当初の背景 
法的規制が市場との関係で果たす役割は，
市場機能の前提の整備／市場機能の補正／
セーフティーネットの供与，と捉えることが
できるが，そのための手法はさまざまである。
例えば，競争法の分野で課題となっているの
は，エンフォースメントとして課徴金による
のか刑事罰によるのか，等であり，また，知
的財産法分野では，特許権の濫用防止策とし
て，差止請求権を制限した損害賠償のみを通
じて救済を試みることの是非が論じられて
いる。さらに，労働法分野では，労働市場へ
の規制として，従来のような企業・労働者間
の契約内容への直接的な介入を離れて，労使
間交渉のあり方や契約締結に対する手続的
な規制を行なうという方向性も模索されて
いる。 
これらのさまざまな規制手法の有効性を
分析するためには，各規制の意義・機能を法
学的観点から考察すること，およびこれらの
規制手法が当事者の行動にどのような影響
を与えるかを経済学的観点から考察するこ
と，の双方が必須である。 
本研究の研究代表者・分担者の多くは，

2003年度に始まった 21世紀ＣＯＥプログラ
ム「市場化社会の法動態学」の実績を踏まえ，
2009年度から「経済的・社会的規制における
市場の機能とその補正をめぐる法律学的・経
済学的検討」（基盤研究（Ａ），2009-2011 年
度）に取り組んだ。そこでは，競争法，知的
財産法，労働法および社会保障法の領域にお
いて生じている今日的諸問題について，法学
に加えて経済学の知見を活用しながら，個別
法領域ごとに，また領域横断的に，法制度と
市場機能の関わりに関する個別の法制度の
効果，各法制度の相互関係，およびそれらを
踏まえた上での効率性と公正性の双方の観
点から望ましい法体系のあり方を検討した
が，その結果として明らかになったことの一
つは，規制の手法がさまざまでありそれに応
じて法と市場との関係も様相を変化させる，
ということであった。 
 
２．研究の目的 
本研究は，2011年度までの研究の到達地点
を踏まえ，法的規制を市場の機能に対する補
正手段と把握することを前提にしつつ，その
手法のあり方について，法分野横断的に，か
つ法学・経済学の自覚的協働（「法経連携」）
のもとで，検討することを目的とした。具体
的には，競争法，知的財産法，労働法，社会
保障法，租税法等を分析対象とし，規制手法
として，市場メカニズムの尊重／介入，税／
補助金（社会保障），強行／任意規定，事前
／事後規制，ハード／ソフトロー，ルール／
スタンダード，刑事罰・行政罰／民事救済（差
止め・損害賠償），実体／手続規制などのい
ずれを重視するかについて，法学者と経済学
者の協働により，効率性と公正性の双方の観
点から検討し，さらにそのうえで，問題の局

面を法領域横断的に類型化し，類型ごとにど
のような規制のあり方が望ましいのかを検
討することを目指した。 

 
３．研究の方法 
本科研の研究代表者及び研究分担者の大
部分は，前出の 2011 年度までの科研研究に
所属していた。そこで本科研研究においても，
それまでに採用されていた研究体制・研究方
法を発展的に進化させる形で研究を行なっ
た。具体的には，各専門分野を対象とするパ
ート（競争法／知財法／労働・社会保障法）
をおくと同時に，規制手法一般を法経連携で
横断的に検討する規制手法管理パートを設
けた。そのうえで，各研究者が個別に行なう
研究に加え，パート別のワークショップと，
公開の国内・国際シンポジウムでの討議を行
なうことにより，共通のテーマについての協
働を行なうことを重視した。また，これらの
成果を期間中から積極的に論文・単行書の形
で公表することを通じて，広く内外の研究
者・実務家の批判を仰ぎ，研究のいっそうの
深化に役立てていくこととした。  
 
 
４．研究成果 
(1) はじめに，4年間にわたった本科研の研究
活動を数字面から示すこととする。 
初年度である 2012 年度には，主に具体的
な個別問題に即しながらワークショップを
開催し（労働・社会保障法パート 1回，競争
法パート 1 回，規制手法管理パート 3 回），
さらに，規制手法管理パートで国内シンポ 1
回，労働・社会保障法パートで国際シンポ 1
回，競争法パートで講演会 1回をそれぞれ開
催した。 
続く 2013 年度には，規制手法の選択の指
針の構築を目指しつつワークショップを開
催し（競争法パート 4回，労働・社会保障法
パート 2回・規制手法管理パート 1回），ま
た，労働・社会保障法パートで国内シンポ 1
回，規制手法管理パートで国内シンポ・国際
シンポを各 1回，開催した。 

2014年度には，法経連携研究の総合的な協
働成果である単行書（図書⑥）の上梓が前年
度末になされたことを承け，そこで得られた
総合的視座のもと，規制手法をめぐる理論的
検討を，国際比較にも重点を置きつつ遂行し
た。その結果，分野横断的作業を行なう規制
手法管理パートの比重が次第に増すことと
なり，ワークショップとしては労働・社会保
障法パート 1回，知財法パート 1回，規制手
法管理パート 6回，さらに，規制手法管理パ
ートにかかわる国際ワークショップを上海
交通大学において 1回開催している。 
そして最終年度である 2015年度には，4年
間の研究成果の取りまとめとシンポジウム
等によるその成果の公表を行なうことを主
たる目的としながら，5 回のワークショップ
（競争法パート 2 回・規制手法管理パート 3



回）を開催するとともに，競争法パートと知
財法パートとが連携したシンポ 1回，労働法
パートを中心とする国際シンポ 1回，規制手
法管理パートを中心とする国際共同研究
会・国際シンポ各 1回を開催し，それらを通
じて，一方では，パートごとの成果発信と総
合的な成果発信との双方を視野に入れ，他方
では国内のみならず国際的な広がりを有す
る発信を目指した。 
なお，これら 4ヵ年の研究成果は年度ごと
に『研究成果報告書』として印刷し（4 年分
の総計で約 1,000 ページ），関係研究者に配
布している。 
 
(2) 続いて，より具体的な研究成果について
記す。 
 研究遂行にかかわる視座として我々が本
研究の比較的初期の段階で獲得したのは，法
的規制と市場機能との関係調整に関する理
論的把握であった。そうした関係調整とは，
事柄にかかわる諸アクターにおいて資源の
収集・保持・処分にかかる諸能力に差異があ
ることを前提に，その均衡化をいかに図るか，
また，当該事項にかかわる時間的次元におけ
る不確定性がもたらすさまざまなリスクに
どう対処するか，さらには，その均衡化とリ
スク対応自体をどのように調整するか，とい
う問題だ，という認識である。そして，そう
であるとすれば，我々の課題は，その問題に
「法経連携」という視角からいかに接近する
べきかを分節化すること，にある。 
 そのような問題意識を基礎に，さらに研究
を進める中で得られたのは，以下のような指
針であった。すなわち，最終的に重要なのは，
法学の視点・経済学の視点自体を，法システ
ム・経済システムの変化および社会システム
の変化に対応できるよう更新させていくこ
と，そして当面は，法学および経済学という
知的システムに対して有用な「刺激」irritation
を継続的に与えられるよう，「法経連携研究
（エコノリーガル・スタディーズ）」を一定
のまとまりある成果の集合体（そしてそれを
生み出すサークル）としていく，ということ
である，と。社会学的な概念を用いるならば，
法経連携研究が一つの“champ”となるように
努力していく，ということである。その際に
は，法学・経済学とも一定の自律性を持った
営為であることを意識しつつ，その自律性を
掘り崩すかたちで他の分野の知見を導入す
るということがないようにしなければなら
ない。「法経連携研究」自身に固有の視点を
定めることが必要になるということである。 
 そのような指針のもと，我々が力を入れて
取り組んだのが，法経連携独自の方法論の展
開とその応用の方途とを形にすることであ
った。法経連携の端緒は 2011 年度までの科
研研究において既に開かれていたが，それを
基礎としながら，さらに明確な方法論を定式
化することを試みたのである。そして，その
成果として，総論的には，柳川/ 高橋/ 大内

編『エコノリーガル・スタディーズのすすめ』
（図書⑥）が得られ，また，分野ごとへの応
用としては，労働・社会保法分野における大
内編『有期労働契約の法理と政策』（図書⑤），
競争法/ 知財法分野における『国民経済雑誌』
213 巻 1 号における特集「エコノリーガル・
スタディーズの展開：エンフォースメントを
中心に」（論文②③④⑤⑥⑦）等を生むに至
った。さらにその他にも，５．で示すように
期間中に多数の関連単行書（18冊）・論文（100
本）を公刊しており（前科研における業績は，
単行書 5 冊・論文 65 本であったので，期間
が前科研より 1年長いことを考慮に入れても，
生産性は格段に高まっている），本科研参加
者において法経連携の発想が定着し，またそ
の応用が円滑に進むようになったことが明
らかであろう。 
 そしてまた，新たな知的発想の集合的創出
を目指す以上，そのような取組みが，どれだ
け国際的な通用力を有するかをも検討する
必要がある，というのがとりわけ 2014 年度
以降の本科研参加者の共通認識となった。そ
のことの結果として，「エコノリーガル・ス
タディーズ」という発想とその成果を，ベル
ギー・中国・イタリアなどで積極的に提示す
る作業をシンポジウム・ワークショップの開
催などを通じて行なうとともに，神戸におい
てフランス・ドイツの大学との共同研究会を
開催することとした。そしてそれらの成果と
して，ＫＵルーヴェン・グローバルガバナン
スセンター（ベルギー）／上海交通大学・凯
原法学院（中国）／ハンブルク大学・法と経
済学研究所（ドイツ）／ＵＫＭ・マレーシア
国民大学(マレーシア)などとの間で，法経連
携への問題関心を共有する組織的・学術的さ
らには教育上の交流を結ぶに至っている（ま
た，上出『エコノリーガル・スタディーズの
すすめ』につき，中国語訳を刊行する計画も
具体的に進展しつつある）。 
 
(3) このようにして，「法経連携」という学際
的かつ実践的な発想・方法を共有する知的サ
ークルを，神戸大学に確立し，その成果を積
極的に研究に活かしたうえで社会に問い，さ
らには国際的な関係までも広く取り結ぶと
いう，いわば知的基盤の創出・確立・展開を
成し遂げえたことが，本科研の極めて重要な
成果であったと言えよう。 
ただし，そうした取組みに成功する一方で，
本科研の開始時点で目指していた課題のう
ち，市場の規制の問題局面ごとに望ましい規
制のあり方を類型的に整理するという課題
については，なお検討の余地が残ることとな
った。市場のグローバル化／（国内外を問わ
ない）市場の多様化・複雑化という今日的状
況に照らすならばこの課題の重要性かつ喫
緊性は変わらない以上，本科研に参加した研
究者は，今後もこれまでと同様の問題意識を
持ちかつそれを展開させつつ，それぞれの研
究を進めていくことになるはずである。 
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